
工 種 土木施工管理基準

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
現 行 （平成 31 年度） 改 定 （令和２年度） 改定理由

土木工事施工管理基準

この土木工事施工管理基準（以下、「管理基準」という。）は、農業土木工事仕様書第 1章

1-1-23「施工管理」に規定する土木工事の施工管理及び規格値の基準を定めたものである。

1．目 的

この管理基準は、土木工事の施工について、契約図書に定められた工期、工事目的物の出来

形及び品質規格の確保を図ることを目的とする。

7．そ の 他

（2）情報化施工

1,000m3 以上の土工を扱う工事、１件工事における施工面積が 1.0ha 以上のほ場整備工事

において、情報化施工技術活用工事となった場合の出来形管理については､「情報化施工技術

の活用ガイドライン（平成 31 年３月 農林水産省農村振興局整備部設計課）」の規定による

ものとする。

（http://www.maff.go.jp/j/nousin/sekkei/index.html）

土木工事施工管理基準

この土木工事施工管理基準（以下、「管理基準」という。）は、農業土木工事仕様書第 1章

1-1-24「施工管理」に規定する土木工事の施工管理及び規格値の基準を定めたものである。

1．目 的

この管理基準は、土木工事の施工について、契約図書に定められた工期、工事目的物の出来

形及び品質規格の確保を図ることを目的とする。

7．そ の 他

（2）情報化施工

1,000m3 以上の土工を扱う工事、１件工事における施工面積が 1.0ha 以上のほ場整備工事

において、情報化施工技術活用工事となった場合の出来形管理については､「情報化施工技術

の活用ガイドライン（令和２年４月 農林水産省農村振興局整備部設計課）」の規定による

ものとする。

（http://www.maff.go.jp/j/nousin/sekkei/index.html）

表記の修正

諸基準の改定により修正
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工 種 出来形管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 内 容 改定理由

諸基準類の改定に伴う修正

2 / 31



工 種 出来形管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 内 容 改 定 理 由

諸基準類の改定に伴う修正

諸基準類の改定に伴う修正
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工 種 出来形管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 内 容 改 定 理 由

諸基準類の改定に伴う修正
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土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 内 容 改 定 理 由
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工 種 出来形管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 内 容 改 定 理 由

諸基準類の改定に伴う修正
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工 種 出来形管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 内 容 改 定 理 由

諸基準類の改定に伴う修正
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工 種 出来形管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 内 容 改 定 理 由

諸基準類の改定に伴う修正

諸基準類の改定に伴う修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

６
．

既
製
杭
工

施
工

そ
の
他

鋼管杭・コンクリート杭
（根固め）
水セメント比試験

比重の測定による水
セメント比の推定

設計図書による。
また、設計図書に記載されていない場合は60％～70％
（中掘り杭工法）、60％（プレボーリング杭工法及び
鋼管ソイルセメント杭工法）とする。

試料の採取回数は一般に単杭では30本に1回、継杭では
20本に1回とし、採取本数は1回につき3本とする。

鋼管杭・コンクリート杭
（根固め）
セメントミルクの圧縮強度試験

セメントミルク工法
に用いる根固め液及
びくい周固定液の圧
縮強度試験
JIS A 1108

設計図書による。 供試体の採取回数は一般に単杭では30本に1回、継杭で
は20本に1回とし、採取本数は1回につき3本とすること
が多い。
なお、供試体はセメントミルクの供試体の作成方法に従
って作成したφ5×10cmの円柱供試体によって求めるも
のとする。

参考値：20N／mm2

７
．

下
層
路
盤

材
料

必
須

修正CBR試験 舗装調査・試験法便覧
[4]-68

粒状路盤：修正CBR20％以上（クラッシャラン鉄鋼スラグは修
正CBR30％以上）
アスファルトコンクリート再生骨材を含む再生クラッシャラン
を用いる場合で、上層路盤、基層、表層の合計厚が以下に示す
数値より小さい場合は30％以上とする。
北海道地方・・・・・・20cm
東北地方・・・・・・・30cm
その他の地方・・・・・40cm

・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能な工
事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する 基層及び表
層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいずれかに該
当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上3,000ｔ未
満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取り扱
うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102 設計図書による。

○

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205 塑性指数PI：6以下 ・鉄鋼スラグには適用しない 。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能な工
事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する 基層及び表
層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいずれかに該
当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上3,000ｔ未
満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満）
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取り扱
うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

７
．

下
層
路
盤

材
料

必
須

鉄鋼スラグの水浸膨張性試験 舗装調査・試験法便覧
[4]-80

1.5％以下 ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・CS：クラッシャラン鉄鋼スラグに適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能な工
事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する 基層及び表
層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいずれかに該
当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上3,000ｔ未
満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満）

ただし、以下に該当するものについても小規模工事と

して取り扱うものとする。

1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

道路用スラグの呈色判定試験 JIS A 5015 呈色なし ・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能な工
事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する 基層及び表
層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいずれかに該
当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上3,000ｔ未
満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取り扱
うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

そ
の
他

粗骨材のすりへり試験 JIS A 1121 設計図書による。 ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・再生クラッシャランに適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能な工
事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する 基層及び表
層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事をい
い、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいずれかに該
当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上3,000ｔ未
満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満）
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取り扱
うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

骨材の洗い試験 付5-3による 設計図書による。 様式(5)にまとめる。

硫酸ナトリウムによる骨材の安定度試験 JIS A 1122 設計図書による。

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

７
．

下
層
路
盤

施
工

必
須

現場密度の測定 舗装調査・試験法便覧
[4]-256

砂置換法（JIS A
1214）

砂置換法は、最大粒径
が53mm以下の場合のみ
適用できる

最大乾燥密度の93％以上
X10 95％以上
X6 96％以上
X3 97％以上
歩道箇所：設計図書による。

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の93％以上を満
足するものとし、かつ平均値について以下を満足するものと
する。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足する
ものとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定
値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値
をはずれた場合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規
格値を満足していればよい。
・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下を1ロッ
トとし、1ロットあたり10孔で測定する。
（例）

3,001～10,000㎡：10孔
10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加し、測定箇所

が均等になるように設定すること。
例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎に10孔、合計

20孔
なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を除く）

は、1工事あたり3孔以上で測定する。

プルーフローリング 舗装調査・試験法便覧
[4]-288

・全幅、全区間で実施する。 ・荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上の締
固効果を持つローラやトラック等を用いるものとする。

そ
の
他

平板載荷試験 JIS A 1215 1,000㎡につき2回の割合で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102 ・中規模以上の工事：異常が認められたとき。 中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可
能な工事をいい、基層及び表層用混合物の総使用量が
3,000t以上の場合が該当する。

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205 塑性指数PI：6以下

含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。 ・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が
可能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使
用する 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の
場合が該当する。

８
．

上
層
路
盤

材
料

必
須

修正CBR試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-68

修正CBR 80％以上
アスファルトコンクリート再生骨材含む場合90％以上
40℃で行った場合80％以上

・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が
可能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使
用する 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の
場合が該当する。

・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の
工事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下
のいずれかに該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事とし
て取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

８
．

上
層
路
盤

材
料

必
須

鉄鋼スラグの修正CBR試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-68

修正CBR 80％以上 ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前 ・MS:粒度調整鉄鋼スラグ及びHMS：水硬性粒度調整鉄鋼

スラグに適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が
可能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使
用する 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の
場合が該当する。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事とし
て取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102 JIS A 5001
表2参照

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が
可能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使
用する 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の
場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の
工事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以
下のいずれかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事とし
て取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205 塑性指数PI：4以下
・ただし、鉄鋼スラグには適用しない。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が
可能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使
用する 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の
場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の
工事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以
下のいずれかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事とし
て取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

鉄鋼スラグの呈色判定試験 JIS A 5015
舗装調査・試験法便
覧 [4]-73

呈色なし
・MS:粒度調整鉄鋼スラグ及びHMS：水硬性粒度調整鉄鋼
スラグに適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が
可能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使
用する 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の
場合が該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の
工事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以
下のいずれかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事とし
て取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

鉄鋼スラグの水浸膨張性試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-80

1.5％以下

○

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

８
．

上
層
路
盤

材
料

必
須

鉄鋼スラグの一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-75

1.2Mpa以上(14日) ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・HMS：水硬性粒度調整鉄鋼スラグに適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当
する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

鉄鋼スラグの単位容積質量試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-131

1.50kg／以上 ・MS:粒度調整鉄鋼スラグ及びHMS：水硬性粒度調整鉄鋼スラ
グに適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当
する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

そ
の
他

粗骨材のすりへり試験 JIS A 1121 50％以下 ・粒度調整及びセメントコンクリート再生骨材を使用した再
生粒度調整に適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当
する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

硫酸ナトリウムによる骨材の安定性試
験

JIS A 1122 20％以下 ・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当
する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。

ただし、以下に該当するものについても小規模工事と

して取り扱うものとする。

1)アスファルト舗装：同一配合の合材が 100t 以上のも

の

○

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

８
．

上
層
路
盤

施
工

必
須

現場密度の測定 舗装調査・試験法便覧
[4]-256

砂置換法（JIS A
1214）

砂置換法は、最大粒径
が53mm以下の場合のみ
適用できる

最大乾燥密度の93％以上
X10 95％以上
X6 95.5％以上
X3 96.5％以上

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の
93％以上を満足するものとし、かつ平均値につ
いて以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規
格値を満足するものとする。また、10孔の測定
値が得がたい場合は3孔の測定値の平均値X3が
規格値を満足するものとするが、X3が規格値を
はずれた場合は、さらに3孔のデータを加えた
平均値X6が規格値を満足していればよい。
・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000
㎡以下を1ロットとし、1ロットあたり10孔で測
定する。

（例）
3,001～10,000㎡：10孔
10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加

し、測定箇所が均等になるように設定するこ
と。

例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎
に10孔、合計20孔

なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持
工事を除く）は、1工事あたり3孔以上で測定す
る。

粒度（2.36mmフルイ） 舗装調査・試験法便覧
[2]-16

2.36mmふるい：±15％以内 ・中規模以上の工事：定期的または随時（1回～2回／
日）

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能な工事をい
い、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する 基層及び表層用混合物
の総使用量が3,000t以上の場合が該当する。

粒度（75μmフルイ） 舗装調査・試験法便覧
[2]-16

75μmふるい：±6％以内

そ
の
他

平板載荷試験 JIS A 1215 1,000㎡につき2回の割合で行う。 セメントコンクリートの路盤に適用する。

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205 塑性指数PI：4以下 観察により異常が認められたとき。

含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。

９
．

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
安
定
処
理
路
盤

アスファルト舗装に準じる

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等による確

認

⒑

セ
メ
ン
ト
安
定
処
理
路
盤

材
料

必
須

一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-102

下層路盤：一軸圧縮強さ［7日間］
0.98Mpa
上層路盤：一軸圧縮強さ［7日間］
2.9Mpa（アスファルト舗装）、2.0Mpa（セメントコ
ンクリート舗装）。

・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・安定処理材に適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可
能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用す
る 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が
該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工
事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下の
いずれかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満）。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として
取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

骨材の修正CBR試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-68

下層路盤：10％以上
上層路盤：20％以上

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可
能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用す
る 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が
該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工
事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下の
いずれかに該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として
取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205
舗装調査・試験法便
覧 [4]-167

下層路盤
塑性指数PI：9以下
上層路盤
塑性指数PI：9以下

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可
能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用す
る 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が
該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工
事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下の
いずれかに該当するものをいう。

①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として
取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

施
工

必
須

粒度（2.36mmフルイ） JIS A 1102 2.36mmふるい：±15％以内 ・中規模以上の工事：定期的または随時（1回
～2回／日）

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可
能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用す
る 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が
該当する。

粒度（75μmフルイ） JIS A 1102 75μmふるい：±6％以内 ・中規模以上の工事：異常が認められたと
き。

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

⒑

セ
メ
ン
ト
安
定
処
理
路
盤

施
工

必
須

現場密度の測定 舗装調査・試験法便
覧 [4]-256

砂置換法（JIS A
1214）

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる

最大乾燥密度の93％以上。
X10 95％以上
X6 95.5％以上
X3 96.5％以上
ただし、歩道の基準密度については設計図書による
歩道箇所：設計図書による

・締固め度は、個々の測定値が最大乾燥密度の93％以上を満
足するものとし、かつ平均値について以下を満足するものと
する。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足する
ものとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定
値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値
をはずれた場合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規
格値を満足していればよい。
・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下を1ロッ
トとし、1ロットあたり10孔で測定する。
（例）

3,001～10,000㎡：10孔
10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加し、測定箇所

が均等になるように設定すること。
例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎に10孔、合計

20孔
なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を除く）

は、1工事あたり3孔以上で測定する。

そ
の
他

含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。 観察により異常が認められたとき。

セメント量試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-293,[4]-297

±1.2％以内 ・中規模以上の工事：異常が認められたとき
（1～2回／日）

中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該
当する。

⒒

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装

材
料

必
須

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102 設計図書による。 ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可
能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用す
る 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が
該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工
事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下の
いずれかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として
取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

骨材の密度及び吸水率試験 JIS A 1109
JIS A 1110

表層・基層
表乾密度：2.45g／cm3以上
吸水率 ：3.0％以下

○

骨材中の粘土塊量の試験 JIS A 1137 粘土、粘土塊量：0.25％以下 ○

粗骨材の形状試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-51

細長、あるいは偏平な石片：10％以下

○

フィラーの粒度試験 JIS A 5008 便覧 表3.3.17による。
○

フィラーの水分試験 JIS A 5008 1％以下
○

そ
の
他

フィラーの塑性指数試験 JIS A 1205 4以下 ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・火成岩類を粉砕した石粉を用いる場合に適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可
能な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用す
る 基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が
該当する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工
事をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下の
いずれかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として
取り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

⒒

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装

材
料

そ
の
他

フィラーのフロー試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-83

50％以下 ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・火成岩類を粉砕した石粉を用いる場合に適用する。
・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当
する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、次のいずれ
かに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

フィラーの水浸膨張試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-74

3％以下

○

フィラーの剥離抵抗性試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-78

1／4以下

○

製鋼スラグの水浸膨張性試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-94

水浸膨張比：2.0％以下 ・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当
する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

製鋼スラグの密度及び吸水率試験 JIS A 1110 SS
表乾密度：2.45g／cm3以上
吸水率 ：3.0％以下 ○

粗骨材のすりへり試験 JIS A 1121 すり減り量
砕石：30％以下
CSS ：50％以下
SS ：30％以下 ○

硫酸ナトリウムによる骨材の安定性試
験

JIS A 1122 損失量：12％以下

○

針入度試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1
・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3
・セミブローンアスファルト：表3.3.4

○

軟化点試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1
・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3 ○

伸度試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1
・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3 ○

トルエン可溶分試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1
・セミブローンアスファルト：表3.3.4 ○

引火点試験 JIS K 2265-1
JIS K 2265-2
JIS K 2265-3
JIS K 2265-4

舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1
・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3
・セミブローンアスファルト：表3.3.4

○

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工
種

種
別

試
験
区
分

試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要 試験成績表等による
確認

⒒

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装

材
料

そ
の
他

薄膜加熱試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1
・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3
・セミブローンアスファルト：表3.3.4

・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する
基層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当
する。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

蒸発後の針入度比試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する基
層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当す
る。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000㎡以上10,000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上
3,000ｔ未満(コンクリートでは400m3以上1,000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

○

密度試験 JIS K 2207 舗装施工便覧参照
・舗装用石油アスファルト：表3.3.1
・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3
・セミブローンアスファルト：表3.3.4

○

高温動粘度試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-212

舗装施工便覧参照
・セミブローンアスファルト：表3.3.4 ○

60℃粘度試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-224

舗装施工便覧参照
・セミブローンアスファルト：表3.3.4 ○

タフネス・テナシティ試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-289

舗装施工便覧参照
・ポリマー改質アスファルト：表3.3.3 ○

プ
ラ
ン
ト

必
須

粒度（2.36mmフルイ） 舗装調査・試験法便
覧 [2]-16

2.36mmふるい：±12％以内基準粒度 ・中規模以上の工事：定期的または随時。
・小規模以下の工事：異常が認められたとき。
印字記録の場合：全数または抽出・ふるい分け試験
1～2回／日
随時

○

粒度（75μmフルイ） 舗装調査・試験法便
覧 [2]-16

75μmふるい：±5％以内基準粒度
○

アスファルト量抽出粒度分析試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-238

アスファルト量：±0.9％以内
○

温度測定（アスファルト・骨材・混合
物）

温度計による。 配合設計で決定した混合温度。 設計図書による。
○

そ
の
他

水浸ホイールトラッキング試験 舗装調査・試験法便
覧 [3]-65

設計図書による。 設計図書による。 アスファルト混合物の耐流動性の確認
○

ホイールトラッキング試験 舗装調査・試験法便
覧 [3]-44

アスファルト混合物の耐摩耗性の確認
○

ラベリング試験 舗装調査・試験法便
覧 [3]-18

アスファルト混合物の耐流動性の確認
○

必
須

計量自記記録装置によるアスファルト
量、石粉量、骨材粒度

自己記録のデータに
よる。

次表による。 品質は、アスファルト安定処理の粒度、石粉量、ア
スファルト量、歩道舗装のアスファルト量、表層、
基層の粒度、石粉量、アスファルト量については、
次の合格判定値に合格するものでなければならな
い。
(イ)第1次合格判定

個々の計量値が表1に示す合格判定値Iをはずれる
ものが、表層、基層にあっては、100個のうち5個、
アスファルト安定処理、歩道舗装にあっ
ては、100個のうち7個以内でなければならない。
(ロ)第2次合格判定

1次合格判定において、合格判定値Iをはずれるも
のが、表層、基層にあっては、100個のうち5個、ア
スファルト安定処理、歩道舗装にあっては、100個の
うち7個を超えた場合ははずれたバッチについてその
材料の重量百分比を算出し、その値が表2に示す合格
判定値Ⅱをはずれるものが、表層、基層にあって
は、100個のうち5個。アスファルト安定処理、歩道
舗装にあっては、100個のうち7個以内でなければな
らない。

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等に
よる確認

⒒

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
舗
装

舗
設
現
場

必
須

現場密度の測定 舗装調査・試験法便
覧 [3]-218

基準密度の94％以上。
X10 96％以上
X6 96％以上
X3 96.5％以上
ただし、歩道の基準密度については設計図書による。

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上を満足する
ものとし、かつ平均値について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足する
ものとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定
値の平均値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値を
はずれた場合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格
値を満足していればよい。
・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下を1ロッ
トとし、1ロットあたり10孔で測定する。

（例）
3,001～10,000㎡：10孔
10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加し、測定箇所が

均等になるように設定すること。
例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎に10孔、合計20

孔
なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を除く）

は、1工事あたり3孔以上で測定する。

・橋面舗装はコア採取しないでAs合材量（プラント出荷数
量）と舗設面積及び厚さでの密度管理、または転圧回数によ
る管理を行う。

温度測定（初転圧前） 温度計による。 110℃以上 随時 測定値の記録は、1日4回（午前・午後各2回）。

外観検査（混合物） 目視

そ
の
他

すべり抵抗試験 舗装調査・試験法便
覧 [1]-101

設計図書による 舗設車線毎200m毎に1回

⒓

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト

材
料
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ミ
ク
ス
ト
コ
ン
ク
リ
ー
ト
を
使
用

必
須

コンシステンシーVC試験 舗装施工便覧8-3-3による。
目標値

修正VC値：50秒

当初

マーシャル突き固め試験 転圧コンクリート舗
装技術指針（案）
※いずれか1方法

舗装施工便覧8-3-3による。
目標値

締固め率：96％

ランマー突き固め試験 舗装施工便覧8-3-3による。
目標値

締固め率：97％

含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。 含水比は、品質管理試験としてコンシステンシー試験がやむ
えずおこなえない場合に適用する。なお測定方法は試験の迅
速性から直火法によるのが臨ましい。

コンクリートの曲げ強度試験 JIS A 1106 設計図書による。 2回／日（午前・午後）で、3本1組／回。

そ
の
他

骨材のふるい分け試験 JIS A 1102 舗装施工便覧
細骨材表-3.3.20
粗骨材表-3.3.22

細骨材300m3、粗骨材500m3ごとに1回、あるいは
1回／日。

○

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

⒓

転
圧
コ
ン
ク
リ
ー
ト

製
造

（
プ
ラ
ン
ト
）
（
Ｊ
Ｉ
Ｓ
マ
ー
ク
表
示
さ
れ
た
レ
デ
ィ
ミ

そ
の
他

計量設備の計量精度 水：±1％以内
セメント：±1％以内
骨材 ：±3％以内
混和材：±2％以内
（高炉スラグ微粉末の場合は±1％以内）
混和剤：±3％以内

工事開始前、工事中1回／6ヶ月以上 ・レディーミクストコンクリートの場合、印字記録により確
認を行う。

○

ミキサの練混ぜ性能試験 バッチミキサの場
合：
JIS A 1119
JIS A 8603-1
JIS A 8603-2

コンクリートの練混ぜ量
公称容量の場合：

コンクリート中のモルタル量の偏差率：0.8％以下
コンクリート中の粗骨材量の偏差率：5％以下
圧縮強度の偏差率：7.5％以下
コンクリート中の空気量の偏差率：10％以下
コンシステンシー（スランプ）の偏差率：15％以下

工事開始前及び工事中1回／年以上。 ・総使用量が50m3未満の場合は1回以上の試験、またはレディ
ーミクストコンクリート工場の品質証明書等のみとすること
ができる。

○

連続ミキサの場合：
土木学会規準JSCE-I
502-2013

コンクリート中のモルタル単位容積質量差：0.8％以下
コンクリート中の単位粗骨材量の差：5％以下
圧縮強度差：7.5％以下
空気量差：1％以下
スランプ差：3㎝以下

工事開始前及び工事中1回／年以上。

○

細骨材の表面水率試験 JIS A 1111 設計図書による 2回／日以上 レディーミクスコンクリート以外の場合に適用する。

○

粗骨材の表面水率試験 JIS A 1125 設計図書による 1回／日以上 レディーミクスコンクリート以外の場合に適用する。

○

施
工

必
須

コンシステンシーVC試験 修正VC値の±10秒 1日2回（午前・午後）以上、その他コンシステ
ンシーの変動が認められる場合などに随時実施
する。
ただし運搬車ごとに目視観察を行う。

マーシャル突き固め試験
舗装調査・試験法便

覧 [3]-344

※いずれか1方法

目標値の±1.5％

ランマー突き固め試験 目標値の±1.5％

コンクリートの曲げ強度試験 JIS A 1106 試験回数が7回以上（1回は3個以上の供試体の平均値）の場合
は、全部の試験値の平均値が所定の合格判断強度を上まわるも
のとする。
・試験回数が7回未満となる場合は、
①1回の試験結果は配合基準強度の85％以上
②3回の試験結果の平均値は配合基準強度以上

2回／日（午前・午後）で、3本1組／回（材令
28日）。

温度測定（コンクリート） 温度計による 2回／日（午前・午後）以上

現場密度の測定 RI水分密度計 基準密度の95.5％以上。 40mに1回（横断方向に3ヶ所）

コアによる密度測定 舗装調査・試験法便
覧 [3]-353

1,000㎡に1個の割合でコアを採取して測定

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

13

路
床
安
定
処
理
工

材
料

必
須

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化したとき。

CBR試験 舗装調査・試験法便覧
[4]-227,[4]-230

設計図書による。 当初及び土質の変化したとき。

施
工

必
須

現場密度の測定
※右記試験方法（3種類）のいずれかを
実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法便覧
[4]-185
突砂法

設計図書による。 500m3につき1回の割合で行う。ただし、1,500m3未満の
工事は1工事当たり3回以上。
1回の試験につき3孔で測定し、3孔の最低値で判定を行
う。

または、RI計器を用い
た盛土の締固め管理要
領（案）

設計図書による。 盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割して
管理単位ごとに管理を行うものとする。1日の1層あた
りの施工面積を基準とする。管理単位の面積は1,500m2
を標準とし、1日の施工面積が2,000m2以上の場合、そ
の施工面積を2管理単位以上に分割するものとする。1
管理単位あたりの測定点数の目安を以下に示す。
・500m2未満：5点
・500m2以上1000m2未満：10点
・1000m2以上2000m2未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回って
いる点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、（再）
転圧を行うものとする。

または、
「TS・GNSSを用いた盛
土の締固め管理要領」
による

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定回数
だけ締め固められたことを確認する。ただし、路肩か
ら1ｍ以内と締固め機械が近寄れない構造物周辺は除
く。

1．盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割し
て管理単位毎に管理を行う。
2．管理単位は築堤、路体路床とも1日の1層当たりの施
工面積は1,500㎡を標準とする。また、1日の施工面積
が2,000㎡以上の場合、その施工面積を2管理単位以上
に分割するものとする。
3．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管理単位を複数
層にまたがらせることはしないものとする。
4．土取り場の状況や土質状況が変わる場合には、新規
の管理単位として取り扱うものとする。

そ
の
他

プルーフローリング 舗装調査・試験法便覧
[4]-288

路床仕上げ後、全幅,全区間で実施する。 荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上の締
固効果を持つローラやトラック等を用いるものとする。

平板載荷試験 JIS A 1215 延長40mにつき1ヶ所の割で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

現場CBR試験 JIS A 1222 設計図書による。 各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。

含水比試験 JIS A 1203 500m3につき1回の割合で行う。ただし、
1,500m3未満の工事は1工事当たり3回以上。

たわみ量 舗装調査・試験法便覧
[1]-284
（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ）

プルーフローリングでの不良箇所について実施

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等による確

認

14

表
層
安
定
処
理
工

材
料

そ
の
他

土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。 当初及び土質の変化したとき。 配合を定めるための試験である。

施
工

必
須

現場密度の測定
※右記試験方法（3種類）のいずれかを
実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A 1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法便覧
[4]-185
突砂法

設計図書による。 500m3につき1回の割合で行う。ただし、1,500m3未満の
工事は1工事当たり3回以上。
1回の試験につき3孔で測定し、3孔の最低値で判定を行
う。

（
表
層
混
合
処
理
）

または、
RI計器を用いた盛土の締
固め管理要領（案）

設計図書による。 盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割して
管理単位ごとに管理を行うものとする。1日の1層あた
りの施工面積を基準とする。管理単位の面積は1,500m2
を標準とし、1日の施工面積が2,000m2以上の場合、そ
の施工面積を2管理単位以上に分割するものとする。1
管理単位あたりの測定点数の目安を以下に示す。
・500m2未満：5点
・500m2以上1000m2未満：10点
・1000m2以上2000m2未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回ってい
る点が存在した場合は、監督職員との協議の上で、（再）転圧
を行うものとする。

または、
「TS・GNSSを用いた盛
土の締固め管理要領」
による

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定回数
だけ締め固められたことを確認する。ただし、路肩か
ら1ｍ以内と締固め機械が近寄れない構造物周辺は除
く。

1．盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割し
て管理単位毎に管理を行う。
2．管理単位は築堤、路体路床とも1日の1層当たりの施
工面積は1,500ｍ2を標準とする。また、1日の施工面積
が2,000ｍ2以上の場合、その施工面積を2管理単位以上
に分割するものとする。
3．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管理単位を複数
層にまたがらせることはしないものとする。
4．土取り場の状況や土質状況が変わる場合には、新規
の管理単位として取り扱うものとする

プルーフローリング 舗装調査・試験法便覧
[4]-288

路床仕上げ後、全幅,全区間で実施する。 荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上の締固
め効果を持つローラやトラック等を用いるものとする。

そ
の
他

平板載荷試験 JIS A 1215 各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。

現場CBR試験 JIS A1222 設計図書による。 各車線ごとに延長40mにつき1回の割で行う。

含水比試験 JIS A 1203 500m3につき1回の割合で行う。ただし、1,500m3未満の
工事は1工事当たり3回以上

たわみ量 舗装調査・試験法便覧
[2]-16
（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ）

プルーフローリングでの不良箇所について実施。

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等に
よる確認

17

補

強

土

壁

工

材
料

必
須

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化時。

外観検査（ストリップ、鋼製壁面材、
コンクリート製壁面材等）

補強土壁工法各設
計・施工マニュアル
による。

同左 同左

コンクリート製壁面材のコンクリート
強度試験

補強土壁工法各設
計・施工マニュアル
による。 ○

そ

の

土の粒度試験 補強土壁工法各設
計・施工マニュアル
による。

設計図書による。

施
工

必
須

現場密度の測定
※右記試験方法（3種類）のいずれか
を実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法便
覧 [4]-256
突砂法

次の密度への締固めが可能な範囲の含水比におい
て、最大乾燥密度の95％以上（締固め試験（JIS A
1210）A・B法）もしくは90％以上（締固め試験（JIS
A 1210）C・D・E法）
ただし、JIS A 1210 C・D・E法での管理は、標準の
施工仕様よりも締固めエネルギーの大きな転圧方法
（例えば、標準よりも転圧力の大きな機械を使用す
る場合や1層あたりの仕上り厚を薄くする場合）に適
用する。

または、設計図書による。

500m3につき1回の割合で行う。ただし、1,500m3未満
の工事は1工事当たり3回以上。
1回の試験につき3孔で測定し、3孔の最低値で判定を
行う

・橋台背面アプローチ部における規格値は、下記の通りとする。
（締固め試験（JIS A 1210）C・D・E法）
【一般の橋台背面】
平均92％以上、かつ最小90％以上
【インテグラルアバット構造の橋台背面】
平均97％以上、かつ最小95％以上

または、
「RI計器を用いた盛
土の締固め管理要領
（案）」

次の密度への締固めが可能な範囲の含水比におい
て、1管理単位の現場乾燥密度の平均値が最大乾燥度
密度の97％以上（締固め試験（JIS A 1210）A・B
法）もしくは92％以上（締固め試験（JIS A 1210）
C・D・E法）。
ただし、JIS A 1210 C・D・E法での管理は、標準の
施工仕様よりも締固めエネルギーの大きな転圧方法
（例えば、標準よりも転圧力の大きな機械を使用す
る場合や1層あたりの仕上り厚を薄くする場合）に適
用する。
または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割し
て管理単位ごとに管理を行うものとする。路体・路
床とも、1日の1層あたりの施工面積を基準とする。
管理単位の面積は1,500m2を標準とし、1日の施工面
積が2,000m2以上の場合、その施工面積を2管理単位
以上に分割するものとする。1管理単位あたりの測定
点数の目安を以下に示す。
・500m2未満：5点
・500m2以上1000m2未満：10点
・1000m2以上2000m2未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回っている点
が存在した場合は、監督職員と協議の上で、（再）転圧を行うもの
とする。
・橋台背面アプローチ部における規格値は、下記の通りとする。
（締固め試験（JIS A 1210）C・D・E法）
【一般の橋台背面】
平均92％以上、かつ最小90％以上
【インテグラルアバット構造の橋台背面】
平均97％以上、かつ最小95％以上

または、
「TS・GNSSを用いた
盛土の締固め管理要
領」による

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定回
数だけ締め固められたことを確認する。ただし、路
肩から1ｍ以内と締固め機械が近寄れない構造物周辺
は除く。

1．盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割
して管理単位毎に管理を行う。
2．管理単位は築堤、路体路床とも1日の1層当たりの
施工面積は1,500ｍ2を標準とする。また、1日の施工
面積が2,000ｍ2以上の場合、その施工面積を2管理単
位以上に分割するものとする。
3．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管理単位を複
数層にまたがらせることはしないものとする。
4．土取り場の状況や土質状況が変わる場合には、新
規の管理単位として取り扱うものとする。

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

20

道

路

土

工

材
料

必
須

土の締固め試験 JIS A 1210 設計図書による。 当初及び土質の変化した時（材料が岩砕の場合は除
く）。
ただし、法面、路肩部の土量は除く。

CBR試験
（路床）

JIS A 1211 当初及び土質の変化した時。
（材料が岩砕の場合は除く）

そ
の
他

土の粒度試験 JIS A 1204 当初及び土質の変化した時。

土粒子の密度試験 JIS A 1202

土の含水比試験 JIS A 1203 当初及び土質の変化した時。

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205 当初及び土質の変化した時。

土の一軸圧縮試験 JIS A 1216 設計図書による。 当初及び土質の変化した時。

土の三軸圧縮試験 地盤材料試験の方法と
解説

土の圧密試験 JIS A 1217

土のせん断試験 地盤材料試験の方法と
解説

土の透水試験 JIS A 1218

施
工

必
須

現場密度の測定
※右記試験方法（3種類）のいずれかを
実施する。

最大粒径≦53㎜：
砂置換法（JIS A
1214）

最大粒径＞53㎜：
舗装調査・試験法便覧
[4]-256
突砂法

【砂質土】
・路体：次の密度への締固めが可能な範囲の含水比において、
最大乾燥密度の90％以上（締固め試験（JIS A 1210）A・B
法）。
・路床及び構造物取付け部：次の密度への締固めが可能な範囲
の含水比において、最大乾燥密度の95％以上（締固め試験
（JIS A 1210）A・B法）もしくは90％以上（締固め試験（JIS
A 1210）C・D・E法）
ただし、JIS A 1210 C・D・E法での管理は、標準の施工仕様よ
りも締固めエネルギーの大きな転圧方法（例えば、標準よりも
転圧力の大きな機械を使用する場合や1層あたりの仕上り厚を
薄くする場合）に適用する。
【粘性土】
・路体：自然含水比またはトラフィカビリティーが確保できる
含水比において、空気間隙率Vaが2％≦Va≦10％または飽和度
Srが85％≦Sr≦95％。
・路床及び構造物取付け部：トラフィカビリティーが確保でき
る含水比において、空気間隙率Vaが2％≦Va≦8％
ただし、締固め管理が可能な場合は、砂質土の基準を適用する
ことができる。
その他、設計図書による。

路体の場合、1,000m3につき1回の割合で行う。ただ
し、5,000m3未満の工事は、1工事当たり3回以上。
路床及び構造物取付け部の場合、500m3につき1回の割
合で行う。ただし、1,500m3未満の工事は1工事当たり3
回以上。
1回の試験につき3孔で測定し、3孔の最低値で判定を行
う。

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等によ

る確認

20

道

路

土

工

施
工

必
須

または、
「RI計器を用いた盛
土の締固め管理要領
（案）」

【砂質土】
・路体：次の密度への締固めが可能な範囲の含水比において、
1管理単位の現場乾燥密度の平均値が最大乾燥度密度の92％以
上（締固め試験（JIS A 1210）A・B法）。
・路床及び構造物取付け部：次の密度への締固めが可能な範囲
の含水比において、1管理単位の現場乾燥密度の平均値が最大
乾燥度密度の97％以上（締固め試験（JIS A 1210）A・B法）も
しくは92％以上（締固め試験（JIS A 1210）C・D・E法）。
ただし、JIS A 1210 C・D・E法での管理は、標準の施工仕様よ
りも締固めエネルギーの大きな転圧方法（例えば、標準よりも
転圧力の大きな機械を使用する場合や1層あたりの仕上り厚を
薄くする場合）に適用する。
【粘性土】
・路体、路床及び構造物取付け部：自然含水比またはトラフィ
カビリティーが確保できる含水比において、1管理単位の現場
空気間隙率の平均値が8％以下。
ただし、締固め管理が可能な場合は、砂質土の基準を適用する
ことができる。
または、設計図書による。

盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割して
管理単位ごとに管理を行うものとする。路体・路床と
も、1日の1層あたりの施工面積を基準とする。管理単
位の面積は1,500m2を標準とし、1日の施工面積が
2,000m2以上の場合、その施工面積を2管理単位以上に
分割するものとする。1管理単位あたりの測定点数の
目安を以下に示す。
・500m2未満：5点
・500m2以上1000m2未満：10点
・1000m2以上2000m2未満：15点

・最大粒径＜100㎜の場合に適用する。
・左記の規格値を満たしていても、規格値を著しく下回って
いる点が存在した場合は、監督職員と協議の上で、（再）転
圧を行うものとする。

または、
「TS・GNSSを用いた
盛土の締固め管理要
領」による

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定回数だけ締め
固められたことを確認する。

1．盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割
して管理単位毎に管理を行う。
2．1日の施工が複数層に及ぶ場合でも1管理単位を複
数層にまたがらせることはしないものとする。
3．土取り場の状況や土質状況が変わる場合には、新
規の管理単位として取り扱うものとする。

プルーフローリング 舗装調査・試験法便
覧 [4]-288

路床仕上げ後全幅、全区間について実施する。 ただ
し、現道打換工事、仮設用道路維持工事は除く。

荷重車については、施工時に用いた転圧機械と同等以上の締
固め効果を持つローラやトラック等を用いるものとする。

そ
の
他

平板載荷試験 JIS A 1215 各車線ごとに延長40mについて1ヶ所の割で行う。 ・セメントコンクリートの路盤に適用する。

現場CBR試験 JIS A 1222 設計図書による。 各車線ごとに延長40mについて1回の割で行う。

含水比試験 JIS A 1203 路体の場合、1,000m3につき1回の割合で行う。ただ
し、5,000m3未満の工事は、1工事当たり3回以上。
路床の場合、500m3につき1回の割合で行う。ただし、
1,500m3未満の工事は1工事当たり3回以上。

コーン指数の測定 舗装調査・試験法便
覧 [1]-273

必要に応じて実施。
（例）トラフィカビリティが悪い時

たわみ量 舗装調査・試験法便
覧 [1]-284
（ﾍﾞﾝｹﾞﾙﾏﾝﾋﾞｰﾑ）

プルーフローリングでの不良箇所について実施

球体落下試験 付表 D＝6.3cm以下 路体は1,000m3毎に1回、路床は500m3毎に1回主付近3箇
所から資料を採取し、平均値で示す。ただし、土量が
5,000m3未満の工事は、1工事当たり3回以上、1,000m3

未満の工事は、1回以上行う。

・未風化火山灰などの突固め曲線で最大乾燥密度が得られな
い土に適用する。

衝撃加速度試験 付表 密度管理として用いる場合は目標となる締固め度に対応する衝
撃加速度。上記以外で、締固め曲線で最大乾燥密度が得られな
い土の場合は基準となる衝撃加速度以上とする。

路体は1,000m3毎に1回、路床は500m3毎に1回行う。1回
の測定個数は10個とし、上限・下限の各2個を取り除
き6個の平均値とする。ただし、土量が5,000m3未満の
工事は、1工事当たり3回以上、1,000m3未満の工事
は、1回以上行う。

・現場密度の測定及び球体落下試験の代わりに用いることが
出来る。

衝撃加速度試験 付表 設計図書による。 路体は1,000m3毎に1回、主付近3箇所から資料を採取
し、平均値で示す。但し、土量が5,000m3未満の工事
は、1工事当たり3回以上、1,000m3未満の工事は1回以
上行う。

セメントや石灰などの固化材により改良した路体盛土の強度
試験として適用することができる。

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等に
よる確認

26

ロ
ッ
ク
ボ
ル
ト

材
料

そ
の
他

外観検査（ロックボルト） ・目視
・寸法計測

設計図書による。 材質は製造会社の試験による。

○

施
工

必
須

モルタルの圧縮強度試験 JIS A 1108 1)施工開始前に1回
2)施工中は、トンネル施工延長50mごとに1回
3)製造工場または品質の変更があるごとに1回

（
Ｎ
Ａ
Ｔ
Ｍ
）

モルタルのフロー値試験 JIS R 5201 1)施工開始前に1回
2)施工中または必要の都度
3)製造工場または品質の変更があるごとに1回

ロックボルトの引抜き試験 参考資料「ロックボ
ルトの引抜試験」に
よる

掘削の初期段階は20mごとに、その後は50mごとに実
施、1断面当たり3本均等に行う（ただし、坑口部では
両側壁各1本）。

27

路
上
再
生
路
盤
工

材
料

必
須

修正CBR試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-68

修正CBR20％以上 ・中規模以上の工事：施工前、材料変更時
・小規模以下の工事：施工前

・中規模以上の工事とは、管理図を描いた上での管理が可能
な工事をいい、舗装施工面積が10,000㎡あるいは使用する 基
層及び表層用混合物の総使用量が3,000t以上の場合が該当す
る。
・小規模工事は管理結果を施工管理に反映できる規模の工事
をいい、同一工種の施工が数日連続する場合で、以下のいず
れかに該当するものをいう。
①施工面積で1,000m2以上10000㎡未満
②使用する基層及び表層用混合物の総使用量が500t以上,3000
ｔ未満(コンクリートでは400m3以上,1000m3未満)。
ただし、以下に該当するものについても小規模工事として取
り扱うものとする。
1)アスファルト舗装：同一配合の合材が100t以上のもの

土の粒度試験 JIS A 1204 舗装再生便覧参照
表-3.2.8 路上再生路盤用素材の望ましい粒度範囲に
よる

当初及び材料の変化時

土の含水比試験 JIS A 1203 設計図書による。

土の液性限界・塑性限界試験 JIS A 1205 塑性指数PI：9以下

そ
の
他

セメントの物理試験 JIS R 5201 JIS R 5210（ポルトランドセメント）
JIS R 5211（高炉セメント）
JIS R 5212（シリカセメント）
JIS R 5213（フライアッシュセメント）
JIS R 5214（エコセメント）

工事開始前、工事中1回／月以上

○

ポルトランドセメントの化学分析 JIS R 5202
○

施
工

必
須

現場密度の測定 舗装調査・試験法便
覧 [4]-256

砂置換法（JIS A
1214）

砂置換法は、最大粒
径が53mm以下の場合
のみ適用できる

基準密度の93％以上。
X10 95％以上
X6 95.5％以上
X3 96.5％以上

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の93％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足す
るものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を
満足するものとする。また、10孔の測定値が得がたい
場合は3孔の測定値の平均値X3が規格値を満足するも
のとするが、X3が規格値をはずれた場合は、さらに3
孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足していれ
ばよい。
・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下
を1ロットとし、1ロットあたり10孔で測定する。
（例）

3,001～10,000㎡：10孔
10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加し、測

定箇所が均等になるように設定すること。
例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎に10

孔、合計20孔
なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を

除く）は、1工事あたり3孔以上で測定する。

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等に
よる確認

27

路
上
再
生
路
盤
工

施
工

必
須

土の一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-133

設計図書による。 当初及び材料の変化時

CAEの一軸圧縮試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-135

CAEの一軸圧縮試験とは、路上再生アスファルト乳剤安定処理
路盤材料の一軸圧縮試験を指す。

含水比試験 JIS A 1203 1～2回／日

28

路
上
表
層
再
生
工

材
料

必
須

旧アスファルト針入度 JIS K 2207 当初及び材料の変化時 十分なデータがある場合や事前調査時のデータが利用できる
場合にはそれらを用いてもよい。

旧アスファルトの軟化点

既設表層混合物の密度試験 舗装調査・試験法便
覧 [3]-218

既設表層混合物の最大比重試験 舗装調査・試験法便
覧 [4]-309

既設表層混合物のアスファルト量抽出
粒度分析試験

舗装調査・試験法便
覧 [4]-318

既設表層混合物のふるい分け試験 舗装調査・試験法便
覧 [2]-16

新規アスファルト混合物 「アスファルト舗
装」に準じる。

同左

○

施
工

必
須

現場密度の測定 舗装調査・試験法便
覧 [3]-218

基準密度の96％以上
X10 98％以上
X6 98％以上
X3 98.5％以上

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の96％以上を
満足するものとし、かつ平均値について以下を満足
するものとする。

・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を
満足するものとする。また、10孔の測定値が得がた
い場合は3孔の測定値の平均値X3が規格値を満足す
るものとするが、X3が規格値をはずれた場合は、さ
らに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足
していればよい。

・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下
を1ロットとし、1ロットあたり10孔で測定する。

（例）
3,001～10,000㎡：10孔
10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10孔追加し、測
定箇所が均等になるように設定すること。
例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎に10
孔、合計20孔
なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を
除く）は、1工事あたり3孔以上で測定する。

空隙率による管理でもよい。

温度測定 温度計による。 110℃以上 随時 測定値の記録は、1日4回（午前・午後各2回）

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等に
よる確認

28

路
上
表
層
再
生
工

施
工

そ
の
他

粒度（2.36mmフルイ） 舗装調査・試験法便覧
[2]-16

2.36mmふるい：±12％以内 適宜 目標値を設定した場合のみ実施する。

粒度（75μmフルイ） 舗装調査・試験法便覧
[2]-16

75μmふるい：±5％以内

アスファルト量抽出粒度分析試験 舗装調査・試験法便覧
[4]-318

アスファルト量：±0.9％以内

29

プ
ラ
ン
ト
再
生
舗
装
工

材
料

必
須

再生骨材
アスファルト抽出後の骨材粒度

舗装調査・試験法便覧
[2]-16

再生骨材使用量500ｔごとに1回。

○

再生骨材
旧アスファルト含有量

舗装調査・試験法便覧
[4]-318

3.8％以上

○

再生骨材
旧アスファルト針入度

マーシャル安定度試験
による再生骨材の旧ア
スファルト性状判定方
法

20(1／10mm)以上（25℃） 再生混合物製造日ごとに1回。
1日の再生骨材使用量が500ｔを超える場合は2回。
1日の再生骨材使用量が100ｔ未満の場合は、再生骨材
を使用しない日を除いて2日に1回とする。 ○

再生骨材
洗い試験で失われる量

舗装再生便覧 5％以下 再生骨材使用量500ｔごとに1回。 洗い試験で失われる量とは、試料のアスファルトコンクリート
再生骨材の水洗前の75μmふるいにとどまるものと、水洗後の
75μmふるいにとどまるものを気乾もしくは60℃以下の炉乾燥
し、その質量の差からもとめる。 ○

再生アスファルト混合物 JIS K 2207 JIS K 2207石油アスファルト規格 2回以上及び材料の変化

○

諸基準の改定により修正

諸基準の改定により修正
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工 種 品質管理基準及び規格値

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
改 定 箇 所 改定理由

品質管理基準及び規格値

工種 種別
試験

区分
試 験 項 目 試験方法 規 格 値 試 験 基 準 摘 要

試験成績表等に
よる確認

29

プ
ラ
ン
ト
再
生
舗
装
工

プ
ラ
ン
ト

必
須

粒度（2.36mmフルイ） 舗装調査・試験法便
覧 [2]-16

2.36mmふるい：±12％以内
再アス処理の場合、2.36㎜：±15％以内
印字記録による場合は、舗装再生便覧表-2.9.5による

抽出ふるい分け試験の場合：1～2回／日
・中規模以上の工事：定期的または随時。
・小規模以下の工事：異常が認められるとき。

印字記録の場合：全数

○

粒度（75μmフルイ） 75μmふるい：±5％以内
再アス処理の場合、75μm：±6％以内
印字記録による場合は、舗装再生便覧表-2.9.5による。

○

再生アスファルト量 舗装調査・試験法便
覧 [4]-318

アスファルト量：±0.9％以内
再アス処理の場合、アスファルト量：±1.2％以内
印字記録による場合は舗装再生便覧表-2.9.5による。

○

そ
の
他

水浸ホイールトラッキング試験 舗装調査・試験法便
覧 [3]-65

設計図書による。 同左 耐水性の確認

○

ホイールトラッキング試験 舗装調査・試験法便
覧 [3]-44

耐流動性の確認

○

ラベリング試験 舗装調査・試験法便
覧 [3]-18

耐磨耗性の確認

○

舗
設
現
場

必
須

外観検査（混合物） 目視 随時

温度測定（初転圧前） 温度計による。 測定値の記録は、1日4回（午前・午後各2回）

現場密度の測定 舗装調査・試験法便
覧 [3]-218

基準密度の94％以上。
X10 96％以上
X6 96％以上
X3 96.5％以上

再アス処理の場合、基準密度の93％以上。
X10 95％以上
X6 95.5％以上
X3 96.5％以上

・締固め度は、個々の測定値が基準密度の94％以上（再アス処理
の場合は基準密度の93％以上）を満足するものとし、かつ平均値
について以下を満足するものとする。
・締固め度は、10孔の測定値の平均値X10が規格値を満足するも
のとする。また、10孔の測定値が得がたい場合は3孔の測定値の
平均値X3が規格値を満足するものとするが、X3が規格値をはずれ
た場合は、さらに3孔のデータを加えた平均値X6が規格値を満足
していればよい。
・1工事あたり3,000㎡を超える場合は、10,000㎡以下を1ロット
とし、1ロットあたり10孔で測定する。

（例）
3,001～10,000㎡：10孔
10,001㎡以上の場合、10,000㎡毎に10個追加し、測定箇所が均

等になるように設定すること。
例えば12,000㎡の場合：6,000㎡／1ロット毎に10孔、合計20孔
なお、1工事あたり3,000㎡以下の場合（維持工事を除く）は、

1工事あたり3孔以上で測定する。

30

工
場
製
作
工

材
料

必
須

外観・規格
（主部材）

現物照合、帳票確認 現場とミルシートの整合性が確認できること。
規格、品質がミルシートで確認出来ること。

○

機械試験（ＪＩＳマーク表示品以外か
つミルシート照合不可な主部材）

JISによる JISによる JISによる 試験対象とする材料は監督職員と協議のうえ選定す
る。

（
鋼
橋
用
鋼
材
）

外観検査
（付属部材）

目視及び計測

諸基準の改定により修正
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工 種 写真管理基準

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
現 行 （平成３１年度） 改 定 （令和２年度） 改定理由

写真管理基準（案）

2．撮影

2-3 情報化施工及び３次元データによる施工管理

「情報化施工技術の活用ガイドライン（平成31年3月 農林水産省農村振興局整備部設計課）｣に

よる出来形管理を行った場合には、出来形管理写真の撮影頻度及び撮影方法は､写真管理基準の

ほか、同要領の規定による。

2-6 撮影の仕様

写真の色彩やサイズは以下のとおりとする。

（1）写真はカラーとする。

（2）有効画素数は小黒板の文字が判読できることを指標とする。縦横比は 3：4 程度とする。

（100 万画素程度～300 万画素程度＝１,200×900 程度～2,000×1,500 程度）

映像と読み替える場合は、以下も追加する。

（3）夜間など通常のカメラによる撮影が困難な場合は、赤外線カメラを用いる等確認可能な方法で撮

影する。

（4）フレームレートは、実速度で撮影する場合は、30fps 程度を基本とする。高倍速での視聴を目的

とする場合は、監督職員と協議の上、撮影時に必要な間隔でタイムラプス映像を撮影することが

できる。

4.その他

（1）代表箇所とは、当該工種の代表箇所でその仕様が確認できる箇所をいう。

（2）適宜とは、設計図書の仕様が写真により確認できる必要最小限の箇所や枚数のことをいう。

（3）不要とは、デジタル写真管理情報基準の写真管理項目にある「提出頻度写真」に該当しないこと

をいう。

写真管理基準（案）

2．撮影

2-3 情報化施工及び３次元データによる施工管理

「情報化施工技術の活用ガイドライン（令和２年４月 農林水産省農村振興局整備部設計課）｣に

よる出来形管理を行った場合には、出来形管理写真の撮影頻度及び撮影方法は､写真管理基準の

ほか、同要領の規定による。

2-6 撮影の仕様

写真の色彩やサイズは以下のとおりとする。

（1）写真はカラーとする。

（2）有効画素数は小黒板の文字が判読できることを指標とする。

（100 万画素程度～300 万画素程度＝１,200×900 程度～2,000×1,500 程度）

映像と読み替える場合は、以下も追加する。

（3）夜間など通常のカメラによる撮影が困難な場合は、赤外線カメラを用いる等確認可能な方法で撮

影する。

（4）フレームレートは、実速度で撮影する場合は、30fps 程度を基本とする。高倍速での視聴を目的

とする場合は、監督職員と協議の上、撮影時に必要な間隔でタイムラプス映像を撮影することが

できる。

4.その他

（1）代表箇所とは、当該工種の代表箇所でその仕様が確認できる箇所をいう。

（2）適宜とは、設計図書の仕様が写真により確認できる必要最小限の箇所や枚数のことをいう。

（3）不要とは、別紙「フィルムカメラを使用した場合の写真管理基準（案）」を参照のこと。

諸基準の改定により修正

国土交通省 土木工事共通仕様書

と整合を図り修正

（動画に縦横比を指定することは

適切ではないため。）

国土交通省 土木工事共通仕様書

と整合を図り修正
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工 種 写真管理基準

土木工事施工管理基準及び規格値 新旧対比表
現 行 （平成３１年度） 改 定 （令和２年度） 改定理由

別紙「フィルムカメラを使用した場合の写真管理基準（案）」

2.撮 影

2-3 情報化施工

「情報化施工技術の活用ガイドライン（平成 31 年 3月 農林水産省農村振興局整備部設計課）」

による出来形管理を行った場合には､出来形管理写真の撮影頻度及び撮影方法は同要領の規定によ

る。

別紙「フィルムカメラを使用した場合の写真管理基準（案）」

2.撮 影

2-3 情報化施工

「情報化施工技術の活用ガイドライン（令和２年４月 農林水産省農村振興局整備部設計課）」に

よる出来形管理を行った場合には､出来形管理写真の撮影頻度及び撮影方法は同要領の規定によ

る。

諸基準の改定により修正
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